
１． 統計表の年平均は、１～12月の数値の単純平均である。

２． 統計表の数字については、単位未満は四捨五入、又は総数に分類不能の数を含めたため、

総数と内訳の合計とは必ずしも一致しない。

３． 増減数及び増減率、構成比などの比率は、表章単位の数値から算出している。

４． 統計表中「０」、「0.0」は、集計した数値が表章単位に満たないものである。

５． 統計表中の「－」印は該当数字のない箇所である。

６． 統計表中「※」印は、分母が小さい（１万人未満）ために比率を計算していない箇所である。

７． 沖縄県分の結果の公表については、復帰後、沖縄開発庁が統計法の所定の手続きを経て

毎月行っていたが、調査結果を直接地方に還元するために関係省庁が協議した結果、昭和

59年7月分の調査結果からは沖縄県が公表することとなった。

８． 労働力調査は標本調査であることから、特に表章数値の小さい実数については、標本誤差に

留意する必要がある。

９． 日本標準産業分類の改訂にともない、労働力調査においては平成20年12月までは平成14年3月

改訂の産業分類(以下、旧産業分類)、平成21年1月以降は平成19年11月改訂の産業分類(以下、

新産業分類)により表章されたので、時系列比較には注意を要する。

１０． 本年報においては新産業分類を基に分類している。

統計表を見る上での注意
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